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国立大学法人福井大学の中期目標・中期計画一覧表 
 

中 期 目 標  中  期  計  画   

（前文）大学の基本的な目標 

本学の使命は「学術と文化の拠点として、高い倫理観のもと、人々

が健やかに暮らせるための科学と技術に関する世界的水準での教育・

研究を推進し、地域、国及び国際社会に貢献し得る人材の育成と、

独創的でかつ地域の特色に鑑みた教育科学研究、先端科学技術研究

及び医学研究を行い、専門医療を実践すること」にあり、このため

に大学の基本的な目標を次のように定める。 

 

１．福井大学は、21 世紀のグローバル社会において、高度専門職業

人として活躍できる優れた人材を育成します。  
２．福井大学は、教員一人ひとりの創造的な研究を尊重するととも

に、本学の地域性等に立脚した研究拠点を育成し、特色ある研究

で世界的に優れた成果を発信します。  
３．福井大学は、優れた教育、研究、医療を通して地域発展をリー

ドし、豊かな社会づくりに貢献します。  
４．福井大学は、ここで学び、働く人々が誇りと希望を持って積極

的に活動するために必要な組織・体制を構築し、社会から頼りに

される元気な大学になります。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 中期目標の期間及び教育研究組織 

１ 中期目標の期間 

中期目標の期間は、平成22年４月１日から平成28年３月31日

までの６年間とする。 

２ 教育研究組織 

この中期目標を達成するため、別表１に記載する学部、研究

科を置く。 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標 

① アドミッションポリシーに沿った入学者選抜方法等の点

検・改善を積極的に行い、それにふさわしい学生の入学を推

進する。さらに、多様な学生の受入れに対応して、入学者の

大学教育・生活への円滑な移行を支援する。また、学士及び

大学院課程では教育の成果や社会ニーズを踏まえ、入学定員

の在り方を検討する。 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１） 教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 

  ①-1 第１期中期目標期間に明確化したアドミッションポリシーにふさわしい

入学者を受け入れるため、アドミッションポリシーや入試情報などの積極

的な広報活動、入試状況・結果の評価に基づく入学者選抜方法の適宜点検・

改善等を行う。さらに、教育の成果や社会ニーズ等に基づき、平成25年度

末までに入学定員の在り方を検討する。 
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①-2 学士課程では、高大連携事業の推進や初年次教育の充実等を図り、入学

生の大学教育・生活への円滑な移行を支援する。 

①-3 大学院課程では、多様な学生を受け入れるよう、適切な入学者選抜方法

や教育課程の整備、学習に専念できる体制の整備や積極的な広報活動等を

進める。それら成果や社会ニーズ等に基づき、平成25年度末までに入学定

員の在り方を検討する。 

 

② 基本目標「21世紀のグローバル社会において高度専門職業

人として活躍できる人材の育成」を目指して、国際的にも通

用する質の高い教育を実施する。 

  ②-1 グローバルな視野を有する高度専門職業人を育成するため、教養教育を

含め、カリキュラムポリシー・ディプロマポリシーを明確にする。策定さ

れたカリキュラムポリシーに沿った体系的な教育課程を整備・点検・充実

させる。併せて、本学の特徴的な教育課程・内容を積極的に導入・充実す

る。 

②-2 高度専門職業人として備えるべき能力を涵養し、高い学習成果を得るた

めに、多様な教育方法・形態の積極的な工夫・導入や単位の実質化を行う。 

②-3 カリキュラムポリシーやディプロマポリシーに基づく到達目標（学習成

果）を達成できるよう、学習目標や成績評価基準の明確化や多面的な成績

評価方法を導入し、｢学士力の保証｣等を担保する成績評価を行う。 

②-4 本学の特性を活かし、他機関との連携も図りつつ、教職大学院、画像医

学、原子力工学などの教育を推進する。 

②-5 教育地域科学部・教職大学院・附属学校園を平成２７年度までに結合し

て、教師の生涯にわたる職能成長を支える研究実践型教師教育システムを構

築するとともに、豊富な実践経験を有する教員を採用し、管理職養成を含め、

理論と実践の融合による新たな教師教育を推進する。 

 

（２）教育の実施体制等に関する目標 

① 質の高い教育を実現するため、教育内容・方法や成果を点

検・評価するシステムを構築し、不断に改善を行う教育実施

体制を整備する。 

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

①-1 教育内容・方法等を質的に向上させるため、ＦＤ活動を積極的に行うと

ともに、定期的な教育評価を実施し、その結果を積極的にフィードバック

する体制を構築する。また、国際的な視野からの評価を実施し、必要な改

善を図る。なお、平成25年度末までに様々な意見聴取などによって、教育

内容・方法・実績などを検証し、それに基づき教育の質的向上を図る方策

を策定する。 

 

（３）学生への支援に関する目標 

① 社会を主体的・能動的に担っていく人間の形成を目指して、

学生の成長を積極的に促す学習支援、生活支援、就職支援を

行う大学づくりを進める。 

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

①-1 学生が自主的な学習活動を展開出来るように、よりよい修学支援の在り

方を含め、学生の修学環境等の維持改善を進める方策を実施する。特に学

生支援センターや図書館等を中心として、組織的な対応体制の整備・充実

を図り、関係者の満足度の高い学習支援体制の構築や取組みを進める。 

①-2 学生の成長の場としての大学にふさわしい環境づくりに努める。特に、

保健管理センター等を中心として、メンタルヘルスに関する予防的取組み

を含む健康相談・学生相談や学生の成長発達を支援する体制を整備し、関

係者の満足度の高い生活支援体制を整備・充実させる。 
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①-3 就職支援室を中心として、積極的な就職支援を推進し、卒業生・修了生

の高い就職率を維持する。また、各学部・研究科の実情に即し、キャリア

教育を地域社会等と協働し、実践する。 

 

２ 研究に関する目標 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 

○目指すべき研究の水準 

① 独創的でかつ特色のある重点研究を推進し、国際・国内研

究拠点の形成を目指す。 

  

 ② 科学技術の発展に寄与する学術研究を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ③ 地域・社会へ貢献する実践研究を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○成果の社会への還元 

① 社会のニーズを踏まえ、地域の産業界・自治体等と連携し、

本学の特色を生かした研究成果を社会に還元する。 

 

 

 

 

（２）研究実施体制等に関する目標 

 ○研究環境の整備 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

 ○目指すべき研究の水準              

①-1 分子イメージングを始めとする先端的ライフサイエンス研究、原子力工

学研究及び遠赤外領域開発・応用研究などを重点的に推進する。 

 

②-1 生体における分化・増殖などの情報伝達・制御機構、高次生体システム

の発達・構築とその維持機構、及びそれらの異常の解明を通じ、生まれ、

健やかに育ち、老いる過程に関する世界的に優れた研究を行う。 

②-2 ＰＥＴ、ＭＲＩ等の生体画像技術を基盤とする分子プローブ、画像解析

法、生体機能解析法等の開発、及びそれらを用いた生命現象の解明並びに

臨床医学への応用に関する世界的に優れた研究を行う。  

②-3 物質・生命・システム各系の分野において、世界的に優れた学術基盤研

究・発展研究を推進する。 

②-4 世界的に優れた高出力遠赤外光源開発、遠赤外新分光・計測研究、遠赤

外領域物性研究及び高出力遠赤外新技術開発研究を推進する。 

②-5 原子力工学関連分野における世界的に優れた研究を推進する。 

 

 ③-1 疾病克服に挑み、生活の質（ＱＯＬ）と健康維持を含む福祉の向上に寄

与する、ライフサイクルにわたる先端的・実践的医学研究を展開する。 

 ③-2 教師教育研究を含む実践的教育研究、地域科学研究及びそれらに資する

基礎萌芽研究を行い、地域・学校との共同研究を推進する。 

 ③-3 附属学校園の特色を活かした機能的統合により校種の壁を越えた、理論

と実践の融合に基づく新たな教師教育研究を推進する。 

 ③-4 産学官民と連携し、産業とくらしに関わる分野において、地域・社会の

活性化に資する研究を推進する。 

 

○成果の社会への還元 

 ①-1 効率的かつ効果的な運用が行える知財体制を構築し、技術移転を加速・

拡大するとともに、海外機関との共同研究など国際化に対応できる体制を

構築する。 

 ①-2 社会のニーズと大学の研究成果の効果的・効率的な結びつきを促進する

とともに、地域イノベーションを目指す産学官連携研究拠点の形成を図る。 

     

（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置 

○研究環境の整備 
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  ① 研究面でのグローバル化を図り、特色ある研究成果を世界

に向け発信するための体制及び環境を整備する。 

  ② 教員個人及び組織の研究目標の達成並びに新たな研究分野

の開拓に向け、適切な研究体制及び環境を確保する。 

  

 

 

 

 

○研究の質の向上 

 ① 研究水準の向上を図るため、適切な評価を実施する。 

 

 

①-1 国際的共同研究及び人的交流を推進するための体制及び環境を整備する。 

  

②-1 大学、学部などの枠を超えた様々な連携体制を構築する。 

②-2 学内資金として基盤的研究経費及び競争的研究経費を確保し、評価に基

づき適切に配分するとともに、科研費を始めとする外部資金の獲得を推進

する。 

②-3 附属図書館、学内情報ネットワーク等の全学共通研究インフラを維持・

充実する。 

 

○研究の質の向上 

①-1 研究の質・量に関し多面的な評価を実施し、研究資源配分を含め適切に

フィードバックするシステムを構築する。 

 

３ その他の目標 

（１）地域を志向した教育・研究に関する目標 

① 地域社会と連携し、全学的に地域を志向した教育・研究を

推進する。 

 

 

 

（２）社会との連携や社会貢献に関する目標 

  ① 地域の知の拠点として、高度な知的資源を社会に還元する。

 

  

 

 

② 地域との連携などによる生涯学習とキャリアアップ学習を

推進する。 

 

  ③ 地域との連携などにより、地域の活性化等に貢献する。 

 

３ その他の目標を達成するための措置 

（１）地域を志向した教育・研究に関する目標を達成するための措置 

①-1 「地域の地（知）の拠点」として、全学的な教育カリキュラムの改革を

行い、学生の地域に関する知識・理解を深めるとともに、地域社会と大学

が協働して課題を共有し、地域の課題（ニーズ）と大学の資源（シーズ）

の効果的なマッチングによる地域の課題解決に向けた取組を進める。 

 

（２）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置 

  ①-1 地域ニーズを的確に把握し、大学の持つ知的資源を有効に社会還元でき

る全学の体制を整備・充実する。 

  ①-2 教育、研究、診療活動などの成果を広く社会に情報発信し、成果を社会

へ還元する。 

  

②-1 一般市民を対象とした公開講座や市民開放プログラムに加え、地域での

活動を担う市民・職業人の学習を積極的に支援する。 

   

③-1 地域を構成する一員として、地域の活性化に繋がる多様な教育、研究、

診療活動などを推進するとともに、地域、関係機関等と連携し、国際交流

を通じた社会貢献を行う。 

③-2 附属学校を含む拠点校における教師教育やその他関係各校への授業改善

の支援などを展開し、地域の教育力の向上に寄与するとともに、協働・支

援のシステムの全国モデル化を推進する。 

 

（３）附属病院に関する目標 

 ○教育・研究面 

  ① 地域及び国際社会の先端で活躍する自立した教育・研究能

力を有する優れた医療人を養成・輩出し、高度かつ先端的医

療の研究開発を遂行する教育研究環境を整備して、国際社会

（３）附属病院に関する目標を達成するための措置 

 ○教育・研究面 

  ①-1 地域及び国際社会に貢献できる卓越した教育・研究能力を有する医療人

の養成プログラムを構築し、がん医療やＥＲ型救急医療、緊急被ばく医療、

国際災害外科医療などの高度な教育を行う。 
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や地域社会の明日の医学医療に貢献する。 

 

 

 

 ○診療面 

  ① 社会的要請の強い医療分野の充実を図り、高品質で高い安

全性を有する医療を提供する。 

 

 

 

 

 

 ○運営面 

① 堅固な経営基盤を構築するため、環境の整備・経営改善を

推進する。 

  ①-2 治験・先進医療センターの充実を図り、高エネルギー医学研究センター

等との緊密なる連携のもとに、わが国の今日的問題を解決するための先進

医療の研究開発を推進する。 

 

 ○診療面 

  ①-1 臓器・疾患機能別に病棟を集約化し、医療を効率的に提供するとともに、

災害時の拠点病院としての機能を強化する。 

  ①-2 がん・生活習慣病・周産期医療など、社会的要請の強い医療分野での診

療体制を整備・充実して、高度な医療を提供する。 

①-3 医療安全・危機管理体制を強化し、安全・安心な医療に努める。 

①-4 患者のニーズを踏まえ、安心で快適な診療環境を提供する。 

 

○運営面 

①-1 病院運営体制・環境整備の充実を図り、病院長のリーダーシップの下、

迅速な意思決定による病院運営を推進する。 

  ①-2 外部評価に基づく病院機能の継続的な改善を行う。 

  ①-3 地域の中核医療機関として、他の医療機関との連携を強化する。 

  ①-4 月次損益、診療科別目標値達成状況等から経営状況をタイムリーに把握

し、増収に向けた戦略を策定・実施するとともに、病院収入を踏まえた診

療経費等に関する分析を行い、経費削減に向けた改善策を実施する。 

 

（４）附属学校に関する目標 

① 地域における先進的な教育実践と研究の中心として、大学

教員と附属４校園の協働体制のもと、学校教育法の理念と幼

児・児童・生徒の状況に即した教育の実践と研究を行うとと

もに、教職大学院の拠点校として、長期実習を中核とした学

生の実践力向上と教師教育を推進し、地域に開かれた学校づ

くりを目指す。  
 

（４）附属学校に関する目標を達成するための措置 

①-1 学習指導要領の改訂を踏まえて、附属幼稚園・小学校・中学校では幼－

小－中、附属特別支援学校では小－中－高の計 12 年間を見通した教育理

念・方針を策定し、これに基づく実践と研究を推進する。 

①-2 今日的な教育課題である不登校児や特別な支援を必要とする発達障害等

の幼児・児童・生徒の支援体制を構築し、保護者や学外機関とも連携しな

がら、子ども一人ひとりの成長・発達や状況に配慮した教育を推進する。 

①-3 附属学校園をフィールドとした大学教員の研究を積極的に進め、確かな

実践力を培うための学生実習や教師教育の体制を策定するとともに、教育

先進校としての地域貢献を推進する。 

①-4 平成２７年度までに附属学校園を機能的に統合するとともに、附属学校

園・学部・大学院の結合により協働体制を強化し、教師教育研究と学校づ

くりを推進する。 

 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

１ 組織運営の改善に関する目標 

① 本学の教育研究医療及び社会貢献上の使命を果たすため、

学長をトップとするガバナンスの在り方、学長のリーダーシ

ップを支える体制や裁量的予算・人件費、学外者の意見の効

果的な活用、教育研究組織の在り方などについて継続的に点

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

①-1 第１期中期目標期間中に構築した法人の経営体制について点検を行い、

学長のトップマネジメントによる効果的な大学運営を推進する。 

①-2 学長のリーダーシップの下で、教育研究組織の見直しや学内資源の再配

分等を戦略的・重点的に行う。 
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検・改善を行う。 ①-3 多様な人材を確保するため、人事・給与システムの弾力化に取り組む。

特に年俸制については、適切な業績評価体制の構築を前提に、退職金に係

る運営費交付金の積算対象となる教員について、年俸制導入等に関する計

画に基づき促進する。 

①-4 40 歳未満の優秀な若手教員の活躍の場を全学的に拡大し，教育研究を活

性化するため，若手教員の雇用に関する計画に基づき，退職金に係る運営

費交付金の積算対象となる教員としての雇用を，４名となるよう促進する。 

 

２ 事務等の効率化・合理化に関する目標 

 ① 法人経営・大学運営を効果的、効率的に支える事務局づく

りのため、人材育成を含めた事務局活性化・改革を推進する。

 

 

 

 

 

 

２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

①-1 「組織はひと」という観点から、第１期中期目標期間中に改革した事務

局職員の採用・研修・評価等の在り方を点検・改善し、一層のひとづくり

を推進する。また、機動的な事務局づくりを行うためのＰＤＣＡサイクル

を確立させ、組織・業務の見直しを含めた事務局改革を推進する。これら

の目的を実現するため、平成22年度末までに職員による大学職員理念（仮

称）を策定し、23年度までにひとづくりを含めた事務局改革のための新た

な手法を検討し、改革の準備を進める。24年度から26年度に改革を実施し、

27年度に活動成果を点検し必要な場合調整・改善を行い、次期期間に繋げ

る。 

①-2 事務情報化による電子事務局構築を推進する。電子事務局構築に必要な

調査検討を 23 年度までに行い、可能な電子化を 24 年度以降進め、27 年度

には導入成果の総括を行う。 

    

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 

１ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標 

  

① 外部資金等の自己収入獲得支援体制の見直しを行い、自己

収入の増加を可能とする体制強化を進める。 

 

② 継続的・安定的な病院運営に資するため、経営分析に基づ

いて戦略を策定し実施する。 

 

２ 経費の抑制に関する目標 

（１）人件費の削減 

① 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に

関する法律」（平成18年法律第47号）に基づき、平成18 年

度以降の５年間において国家公務員に準じた人件費削減を行

う。更に、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」

（平成18年７月７日閣議決定）に基づき、国家公務員の改革

を踏まえ、人件費改革を平成23年度まで継続する。 

 

（２）人件費以外の経費の削減 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための

措置 

 ①-1 外部研究資金、寄附金その他の自己収入獲得に必要な支援体制の見直し

を行い、外部人材の活用を含め、より機動的な支援が可能となるよう体制

の強化を推進する。 

②-1 月次損益、診療科別目標値達成状況等から経営状況をタイムリーに把握

し、増収に向けた戦略を策定・実施する。 

 

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

（１）人件費の削減 

①-1 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」

（平成18年法律第47号）に基づき、国家公務員に準じた人件費改革に取り

組み、平成18 年度からの５年間において、△５％以上の人件費削減を行

う。更に、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成18 年

７月７日閣議決定）に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革を

平成23年度まで継続する。 

 

（２）人件費以外の経費の削減 
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① 民間的手法などを参考とし、調達コストの抑制に努めると

ともに、本学の経営戦略上重要な経費を除き、管理的経費の

削減努力を継続的に進める。 

 

 

 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標 

① 流動資産及び固定資産の効果的な管理運用を推進する。 

①-1 民間企業のノウハウ導入、コスト意識の徹底、改善活動、省エネ活動、

他大学との情報交換などを通し、調達コストの抑制に努めるとともに、広

報費や研修費用など本学の経営戦略上重要な経費を除く管理的経費の削減

努力を継続的に進める。 

①-2 病院収入を踏まえた診療経費等に関する分析を行い、経費削減に向けた

改善策を実施する。 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

①-1 運用可能な資金に関しては、第１期中期目標期間中の資金運用指針、具

体の運用に対するレビューを行い、外部専門家の助言も踏まえ、より効果

的な資金運用方法を検討し、可能な方策を実施する。また、大学が保有す

る固定資産（特に建物・設備など）の点検評価を行い、効果的・効率的な

運用を図る。 

 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

 

１ 評価の充実に関する目標 

① 教育研究の活性化や大学運営の継続的な改善に向け、評

価を積極的に活用する。  

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するために

とるべき措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

①-1 教員と教員以外の職員に係る個人評価制度の整備・充実を図り、一層の

業務の活性化に繋がる評価制度を構築する。また、各事業等に係る資源配

分結果を検証し、教育研究の活性化や大学運営の改善を推進する。 

   

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標 

① 国民に支えられて成立している国立大学法人であること

を踏まえ、教育研究等成果の社会への還元を積極的に推進す

る。 

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置 

①-1 本学の教育研究等活動の成果や運営状況に係る情報発信等の在り方をレ

ビューし、必要な改善策を積極的に推進する。  

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標 

① 施設設備面におけるマネジメントの強化により、施設等の

整備・有効活用を促進し、教育研究環境を充実させる。 

 

 

２ 安全管理に関する目標 

① 安全管理を含む危機管理体制を点検し、危機管理体制を充

実させる。 

   

 
 

② 情報の適正な管理を行うため、情報セキュリティ体制の充

実強化を図る。 

 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 

①-1 第１期中期目標期間中に策定や実施を進めた施設マネジメント体制、キ

ャンパスマスタープラン、施設設備の整備・活用等について点検・改善を

進め、効果的な施設設備の整備・活用等を行う。 

  

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

①-1 学生の修学環境、職員の職場環境の改善を行うとともに、第１期中期目

標期間中に構築した危機管理体制について、経営上のリスクマネジメント

の観点から点検し、危機管理体制の維持改善を推進する。点検は平成22年

度から23年度にかけて実施し、必要な改善を24年度以降実施する。  

 

②-1 情報システムの管理運用に係る規程等について必要に応じて見直しを行

うことや、情報セキュリティに関する職員の意識向上を図ることなどによ

り、情報セキュリティ体制の充実強化を進める。 
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３ 法令遵守に関する目標 

① 適正、適切な法人経営に資するため、法令遵守体制の点検、

改善、充実を進める。 

３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置 

①-1 監査機能を含めた法令遵守（コンプライアンス）体制について、点検や

見直しを行い、必要な改善や充実を行うとともに、法令遵守に関する職員

の意識の向上を図るため、講習会などを実施する。 

 

（その他の記載事項） 

Ⅵ 予算(人件費の見積りを含む。)、収支計画及び資金計画 

   別紙参照 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

○ 短期借入金の限度額 

１．短期借入金の限度額 

         ２５億円 

    ２．想定される理由 

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要とな

る対策費として借り入れることが想定されるため。 

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

  ○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

   １．重要な財産を譲渡する計画 

      六呂師山荘の建物（福井県大野市南六呂師第 169 号東上谷野 134 番地 

建物延べ面積 291.5 ㎡）を譲渡する。 

２．重要な財産を担保に供する計画 

附属病院の施設・設備の整備に必要となる経費の長期借入に伴い、

本学の土地及び建物を担保に供する。 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

○ 決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上及び組織運営

の改善に充てる。 

 

Ⅹ その他 

１．施設・設備に関する計画 

施設・設備の内容 
予定額

(百万円)
財    源 

・松岡団地（医病）基幹・

環境整備 

・（文京）総合研究棟Ⅶ改

修（旧工学部３号館） 

・（二の宮）園舎改修（附

属幼稚園） 

・小規模改修 

総額 

 

 ９６３ 

施設整備費補助金   （５８３） 

長期借入金       （ ９８） 

国立大学財務・経営センター施設費

交付金 

          （２８２） 
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（注１） 施設・設備の内容、予定額については見込みであり、中期目標を達

成するために必要な業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や

老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもある。 

（注２）  小規模改修について平成２２年度以降は平成２１年度同額として

試算している。 

なお、各事業年度の施設整備費補助金、長期借入金、国立大学財務・

経営センター施設費交付金については、事業の進展等により所要額の

変動が予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予算編

成過程等において決定される。 

 

２．人事に関する計画 

学問動向、社会ニーズ、特徴的分野の変遷などに対応した教育研究組織の

見直しを図り、教育研究等の活性化に資する人員配置、人事制度の構築につ

いて、全学的な視点から機動的に推進する。 

    （参考）中期目標期間中の人件費総額見込み ８２，３５２百万円 

(退職手当は除く) 

３．中期目標期間を超える債務負担 

  （ＰＦＩ事業） 

        なし 

 

（長期借入金）        

                           （単位：百万円） 
年度 

 

財源 

H22 H23 H24 H25 H26 H27

中期目

標期間

小 計 

次期以

降償還

額 

総債務

償還額 

長期借入

金償還金 

（国立大

学財務・経

営センタ

ー） 

642 697 687 669 624 579 3,898 2,900 6,798 

（注）金額については、見込みであり、業務の実施状況等により変更されることも 

ある。 

 

（リース資産） 

  なし 

 

 ４．積立金の使途 

   ○ 前中期目標期間繰越積立金については、次の事業の財源に充てる。 

    ・その他教育、研究、診療に係る業務及びその附帯業務 
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（別紙）  
中  期  目  標  中  期  計  画   

 
別表１（学部、研究科等）  

 
別表（収容定員） 

     
    
   

学

部  

教育地域科学部  
医学部  
工学部  

 
  
  
  
 

平

成

22

年

度

教育地域科学部    ６４０人  
（うち教員養成に係る分野  ４００人）  

医学部        ８８０人  
（うち医師養成に係る分野  ６２０人）  

工学部           ２，１６０人  

 
 
 
 

研

究

科  

教育学研究科  
医学系研究科  
工学研究科  教育学研究科     １３４人  

    うち修士課程      ７４人  
専門職学位課程   ６０人  

医学系研究科     １４４人  
    うち修士課程      ２４人  

博士課程     １２０人  
工学研究科      ５９８人  

うち博士前期課程   ４７８人  
      博士後期課程   １２０人  

 
大阪大学大学院大阪大学・金沢大学・浜松医科大学・

千葉大学・福井大学  連合小児発達学研究科（参加校）

 
 

平

成

23

年

度

教育地域科学部    ６４０人  
（うち教員養成に係る分野  ４００人）  

医学部        ８９５人  
（うち医師養成に係る分野  ６３５人）  

工学部           ２，１６０人  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

教育学研究科     １３４人  
    うち修士課程      ７４人  

専門職学位課程   ６０人  
医学系研究科     １４４人  
    うち修士課程      ２４人  

博士課程     １２０人  
工学研究科      ５９８人  

うち博士前期課程   ４７８人  
      博士後期課程   １２０人  
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平

成

24

年

度

教育地域科学部    ６４０人  
（うち教員養成に係る分野  ４００人）  

医学部        ９１０人  
（うち医師養成に係る分野  ６５０人）  

工学部           ２，１６０人  

教育学研究科     １３４人  
    うち修士課程      ７４人  

専門職学位課程   ６０人  
医学系研究科     １４４人  
    うち修士課程      ２４人  

博士課程     １２０人  
工学研究科      ５９８人  

うち博士前期課程   ４７８人  
      博士後期課程   １２０人  

平

成

25

年

度

教育地域科学部    ６４０人  
（うち教員養成に係る分野  ４００人）  

医学部        ９２５人  
（うち医師養成に係る分野  ６６５人）  

工学部           ２，１６０人  

教育学研究科     １３４人  
    うち修士課程      ７４人  

専門職学位課程   ６０人  
医学系研究科     １３９人  
    うち修士課程      ２４人  

博士課程     １１５人  
工学研究科      ５９４人  

うち博士前期課程   ４９２人  
      博士後期課程   １０２人  
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平

成

26

年

度

教育地域科学部    ６４０人  
（うち教員養成に係る分野  ４００人）  

医学部        ９４０人  
（うち医師養成に係る分野  ６８０人）  

工学部           ２，１６０人  

教育学研究科     １３４人  
    うち修士課程      ７４人  

専門職学位課程   ６０人  
医学系研究科     １３４人  
    うち修士課程      ２４人  

博士課程     １１０人  
工学研究科      ５９０人  

うち博士前期課程   ５０６人  
      博士後期課程    ８４人  

平

成

27

年

度

教育地域科学部    ６４０人  
（うち教員養成に係る分野  ４００人）  

医学部        ９３５人  
（うち医師養成に係る分野  ６８５人）  

工学部           ２，１７０人  

教育学研究科     １３４人  
    うち修士課程      ７４人  

専門職学位課程   ６０人  
医学系研究科     １２９人  
    うち修士課程      ２４人  

博士課程     １０５人  
工学研究科      ５７２人  

うち博士前期課程   ５０６人  
      博士後期課程    ６６人  

 

 



大学等名 福井大学

（単位：百万円）

収入
運営費交付金
施設整備費補助金
船舶建造費補助金
国立大学財務・経営センター施設費交付金
自己収入

授業料及び入学料検定料収入
附属病院収入
財産処分収入
雑収入

産学連携等研究収入及び寄附金収入等
長期借入金収入

支出
業務費

教育研究経費
診療経費

施設整備費
船舶建造費
産学連携等研究経費及び寄附金事業費等
長期借入金償還金

［人件費の見積り］
中期目標期間中総額　　８２，３５２百万円を支出する。（退職手当は除く）

　注）人件費の見積りについては、平成23年度以降は平成22年度の人件費見積り額を踏まえ試算
　　している。
　注）退職手当については、国立大学法人福井大学退職手当規程に基づいて支給することとす
　　るが、運営費交付金として交付される金額については、各事業年度の予算編成過程において
　　国家公務員退職手当法に準じて算定される。
　注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮していない。

160,918   計

(別紙)予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

１．予　算

4,796   
9,178   

0   

平成22年度～平成27年度　予算

963   

9,178   

92,495   
17,525   
74,202   

69,406   
76,575   

145,981   

0   

区　　分 金　　額

58,282   
583   

282   

160,918   計

98   

0   
768   
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［運営費交付金の算定方法］
○　毎事業年度に交付する運営費交付金は、以下の事業区分に基づき、それぞれに対応した数式
　により算定して決定する。

Ⅰ〔一般運営費交付金対象事業費〕
　　①「教育研究等基幹経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年
　　　度におけるＥ（ｙ）。
        ・　学部・大学院の教育研究に必要な教職員のうち、設置基準に基づく教員にかかる給
　　　　　与費相当額及び教育研究経費相当額。
        ・　附属学校の教育研究に必要な教職員のうち、標準法に基づく教員にかかる給与費相
　　　　　当額。
　　②「その他教育研究経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｆ（ｙ－１）は直前の事業年
　　　度におけるＦ（ｙ）。
　　　　・　学部・大学院及び附属学校の教育研究に必要な教職員（①にかかる者を除く。）の
　　　　　人件費相当額及び教育研究経費。
　　　　・　附属病院の教育研究診療活動に必要となる教職員の人件費相当額及び教育研究診療
　　　　　経費。
　　　　・　附属施設等の運営に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費。
        ・　法人の管理運営に必要な職員（役員を含む）の人件費相当額及び管理運営経費。
        ・　教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全に必要となる経費。

　〔一般運営費交付金対象収入〕
　　③「基準学生納付金収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた額及
　　　び収容定員数に授業料標準額を乗じた額の総額。（平成22年度入学料免除率で算出される
　　　免除相当額及び平成22年度授業料免除率で算出される免除相当額については除外。）
  　④「その他収入」：検定料収入、入学料収入（入学定員超過分等）、授業料収入（収容定員
　　　超過分等）及び雑収入。平成22年度予算額を基準とし、第２期中期目標期間中は同額。

Ⅱ〔特別運営費交付金対象事業費〕
  　⑤「特別経費」：特別経費として、当該事業年度において措置する経費。

Ⅲ〔特殊要因運営費交付金対象事業費〕
　　⑥「特殊要因経費」：特殊要因経費として、当該事業年度において措置する経費。

Ⅳ〔附属病院運営費交付金対象事業費〕
　　⑦「一般診療経費」：当該事業年度において附属病院の一般診療活動に必要となる人件費相
　　　当額及び診療行為を行う上で必要となる経費の総額。Ｊ（ｙ－１）は直前の事業年度にお
　　　けるＪ（ｙ）。

　　⑧「債務償還経費」：債務償還経費として、当該事業年度において措置する経費。

　〔附属病院運営費交付金対象収入〕                                    
　　⑨「附属病院収入」：当該事業年度において附属病院における診療行為によって得られる収
　　　入。Ｌ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＬ（ｙ）。

運営費交付金 ＝ Ａ（ｙ）＋ Ｂ（ｙ）＋ Ｃ（ｙ）＋ Ｄ（ｙ）
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１．毎事業年度の一般運営費交付金は、以下の数式により算定する。

　　Ａ（ｙ）＝ Ｅ（ｙ）＋ Ｆ（ｙ）－ Ｇ（ｙ）
　（１）Ｅ（ｙ）＝ Ｅ（ｙ－１）× β（係数）
　（２）Ｆ（ｙ）＝｛Ｆ（ｙ－１）× α（係数）｝× β（係数）± Ｓ（ｙ）± Ｔ（ｙ）
　　　　　　　　　± Ｕ（ｙ）
　（３）Ｇ（ｙ）＝ Ｇ（ｙ）
--------------------------------------------------------------------------------------
　　Ｅ（ｙ）：教育研究等基幹経費（①）を対象。
　　Ｆ（ｙ）：その他教育研究経費（②）を対象。
　　Ｇ（ｙ）：基準学生納付金収入（③）、その他収入（④）を対象。
　　Ｓ（ｙ）：政策課題等対応補正額。
            　新たな政策課題等に対応するための補正額。各事業年度の予算編成過程において
              当該事業年度における具体的な額を決定する。
　　Ｔ（ｙ）：教育研究組織調整額。
           　 学部・大学院等の組織整備に対応するための調整額。
            　各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定
　　　　　　　する。
　　Ｕ（ｙ）：施設面積調整額。
           　 施設の経年別保有面積の変動に対応するための調整額。
          　  各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定
　　　　　　　する。

２．毎事業年度の特別運営費交付金は、以下の数式により算定する。
　　Ｂ（ｙ）＝ Ｈ（ｙ）
--------------------------------------------------------------------------------------
　　Ｈ（ｙ）：特別経費（⑤）を対象。なお、本経費には新たな政策課題等に対応するために必
　　　　　　　要となる経費を含み、当該経費は各事業年度の予算編成過程において当該事業年
　　　　　　　度における具体的な額を決定する。

３．毎事業年度の特殊要因運営費交付金は、以下の数式により算定する。
　　Ｃ（ｙ）＝ Ｉ（ｙ）
--------------------------------------------------------------------------------------
　　Ｉ（ｙ）：特殊要因経費（⑥）を対象。なお、本経費には新たな政策課題等に対応するため
　　　　　　　に必要となる経費を含み、当該経費は各事業年度の予算編成過程において当該事
　　　　　　　業年度における具体的な額を決定する。

４．毎事業年度の附属病院運営費交付金は、以下の数式により算定する。
　　Ｄ（ｙ）＝｛Ｊ（ｙ）＋ Ｋ（ｙ）｝－ Ｌ（ｙ）

　（１）Ｊ（ｙ）＝ Ｊ（ｙ－１）± Ｖ（ｙ）
　（２）Ｋ（ｙ）＝ Ｋ（ｙ）
　（３）Ｌ（ｙ）＝ Ｌ（ｙ－１）± Ｗ（ｙ）
--------------------------------------------------------------------------------------
　　Ｊ（ｙ）：一般診療経費（⑦）を対象。
　　Ｋ（ｙ）：債務償還経費（⑧）を対象。
　　Ｌ（ｙ）：附属病院収入（⑨）を対象。
    Ｖ（ｙ）：一般診療経費調整額。
            　直近の決算結果等を当該年度の一般診療経費の額に反映させるための調整額。各
　　　　　　　事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定す
　　　　　　　る。
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    Ｗ（ｙ）：附属病院収入調整額。
            　直近の決算結果等を当該年度の附属病院収入の額に反映させるための調整額。各
　　　　　　　事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定す
　　　　　　　る。

　【諸係数】
α（アルファ）：大学改革促進係数。
              　第２期中期目標期間中に各国立大学法人における組織改編や既存事業の見直し
　　　　　　　　等を通じた大学改革を促進するための係数。
              　現時点では確定していないため、便宜上平成22年度予算編成時と同様の考え方
　　　　　　　　で△1.4％とする。
          　    なお、平成23年度以降については、今後の予算編成過程において具体的な係数
　　　　　　　　値を決定する。
β（ベータ）：教育研究政策係数。
              物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必要性を総合的に勘案して必要に
　　　　　　　応じ運用するための係数。
              各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決定
　　　　　　　する。

注）中期計画における運営費交付金は上記算定方法に基づき、一定の仮定の下に試算されたもの
　であり、各事業年度の運営費交付金については、予算編成過程において決定される。
　　なお、「特別運営費交付金」及び「特殊要因運営費交付金」については、平成23年度以降は
　平成22年度と同額として試算しているが、教育研究の進展等により所要額の変動が予想される
　ため、具体的な額については、各事業年度の予算編成過程において決定される。

注）施設整備費補助金、国立大学財務・経営センター施設費交付金及び長期借入金収入は、「施
　設・設備に関する計画」に記載した額を計上している。

注）自己収入並びに産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、平成22年度の受入見込額
　により試算した収入予定額を計上している。

注）産学連携等研究収入及び寄附金収入等は、版権及び特許権等収入を含む。

注）業務費及び施設整備費については、中期目標期間中の事業計画に基づき試算した支出予定額
　を計上している。

注）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等は、産学連携等研究収入及び寄附金収入等により行
　われる事業経費を計上している。

注）長期借入金償還金については、変動要素が大きいため、平成22年度の償還見込額により試算
　した支出予定額を計上している。

注）上記算定方法に基づく試算においては、「教育研究政策係数」は１とし、「政策課題等対応
　補正額」、「教育研究組織調整額」、「施設面積調整額」、「一般診療経費調整額」及び「附
　属病院収入調整額」  については、０として試算している。
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大学等名 福井大学

（単位：百万円）

費用の部
経常費用

業務費
教育研究経費
診療経費
受託研究費等
役員人件費
教員人件費
職員人件費

一般管理費
財務費用
雑損
減価償却費

臨時損失

収入の部
経常収益

運営費交付金収益
授業料収益
入学金収益
検定料収益
附属病院収益
受託研究等収益
寄附金収益
財務収益
雑益
資産見返負債戻入

臨時利益

純利益
総利益

注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。
注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。
注）純利益及び総利益には、附属病院における借入金返済額（建物、診療機器等の整備のための
　借入金）が、対応する固定資産の減価償却費よりも大きいため発生する会計上の観念的な利益
　を計上している。

2,241   
548   

74,202   
5,722   
2,895   

151   
618   

3,899   

0   

630   
630   

15,938   
0   

160,080   
160,080   
56,157   
13,647   

494   
45,800   
41,181   
3,391   

942   
0   

159,450   
159,450   
139,179   
17,003   
28,979   
5,722   

２．収支計画

平成22年度～平成27年度　収支計画

区　　分 金　　額
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大学等名 福井大学

（単位：百万円）

資金支出
業務活動による支出
投資活動による支出
財務活動による支出
次期中期目標期間への繰越金

資金収入
業務活動による収入

運営費交付金による収入
授業料及び入学料検定料による収入
附属病院収入
受託研究等収入
寄附金収入
その他の収入

投資活動による収入
施設費による収入
その他の収入

財務活動による収入
前中期目標期間よりの繰越金

注）施設費による収入には、独立行政法人国立大学財務・経営センターにおける施設費交付事業
　にかかる交付金を含む。

148,326   

865   
865   

0   

5,722   
3,436   

788   

98   
2,377   

58,282   
17,525   
74,202   

7,796   

163,295   
159,955   

163,295   

4,796   
2,377   

３．資金計画

平成22年度～平成27年度　資金計画

区　　分 金　　額
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